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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第88期
第１四半期
連結累計期間

第89期
第１四半期
連結累計期間

第88期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 28,244 29,678 99,057

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △1,244 462 6,163

当期純利益
又は四半期純損失(△)

(百万円) △1,702 △69 4,850

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △1,774 584 3,598

純資産額 (百万円) 42,793 48,742 48,158

総資産額 (百万円) 173,854 171,829 172,429

１株当たり当期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(円) △4.25 △0.17 12.12

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 24.6 28.4 27.9

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第88期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における当社グループ売上高は、前年同四半期に比べ14億円増加して296億

円となりました。損益面では、営業利益は前年同四半期比７億円増の16億円、経常利益は為替差損が縮小

したことなどから前年同四半期比17億円増の４億円、四半期純損失は前年同四半期比16億円改善して69

百万円と、いずれの利益段階においても好転しました。

　

セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。

　

(無機化学事業)

主力の酸化チタンにおいて、世界的にタイトな需給環境が続く中、主原料鉱石価格高騰に対応した販

売価格の改定が進んだことなどから、売上高が増加しました。一方、機能材料では、前年同四半期に非常

に好調であった電子部品用途向けの販売が減少したことなどから減収となりました。これらの結果、全

体の売上高は148億円(前年同四半期比22億円増)、営業利益は、酸化チタンの販売マージンが改善した

ことなどから19億円(前年同四半期比12億円増)となりました。

　

(有機化学事業)

主力の農薬について、除草剤が増加し殺菌剤が減少するなど分野別では増減が見られましたが、地域

別では内外各地域ともほぼ前年同四半期並みの販売となり、全体の売上高は141億円(前年同四半期比

３億円増)、営業利益はコスト増等により２億円(前年同四半期比２億円減)となりました。

　

(建設事業)

建設事業の売上高は３億円(前年同四半期比11億円減)、営業損失は１億円(前年同四半期は49百万円

の営業利益)となりました。
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(その他の事業)

その他の事業の売上高は３億円(前年同四半期並)、営業利益は57百万円(前年同四半期並)となりま

した。

　

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産につきましては、前連結会計年度末に比べて５億円減

少し1,718億円となりました。流動資産は、17億円増加し977億円となりました。これは主に現金及び預

金の増加によるものであります。固定資産は、23億円減少し740億円となりました。これは主に有形固定

資産と投資有価証券の減少によるものであります。

負債につきましては、前連結会計年度末に比べて11億円減少の1,230億円となりました。これは主に

短期借入金及び長期借入金の減少によるものであります。

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べて５億円増加し487億円となりました。これは主に

為替換算調整勘定の増加によるものであります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は2,025百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月10日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 403,839,431403,839,431
東京証券取引所市場第一部
大阪証券取引所市場第一部

単元株式数は1,000
株であります。

計 403,839,431403,839,431 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日

― 403,839 ― 43,420 ― 9,155

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

　

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式　　　3,709,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　　395,867,000 395,867 ―

単元未満株式 普通株式　　　4,263,431 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 　403,839,431 ― ―

総株主の議決権 ― 395,867 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄には、名義人以外から株券喪失登録のある株式が1,000株(議決権１個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式794株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

石原産業株式会社
大阪市西区江戸堀
１丁目３番15号

3,709,000 ― 3,709,0000.92

計 ― 3,709,000 ― 3,709,0000.92

(注)  株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。な

お、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」に含めております。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年４月１日

から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１　【四半期連結財務諸表】
(1)　【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 22,082 23,450

受取手形及び売掛金 27,677 32,796

商品及び製品 24,376 19,870

仕掛品 6,306 6,123

原材料及び貯蔵品 11,357 11,372

繰延税金資産 2,190 2,396

その他 2,331 2,000

貸倒引当金 △249 △233

流動資産合計 96,072 97,777

固定資産

有形固定資産

機械及び装置（純額） 22,499 23,156

その他（純額） ※４
 33,608 31,550

有形固定資産合計 56,107 54,706

無形固定資産

のれん 23 17

その他 313 300

無形固定資産合計 336 318

投資その他の資産

投資有価証券 4,874 3,633

繰延税金資産 13,527 13,387

その他 1,668 2,161

貸倒引当金 △141 △140

投資損失引当金 △15 △15

投資その他の資産合計 19,913 19,027

固定資産合計 76,357 74,052

資産合計 172,429 171,829
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 14,085 15,381

短期借入金 ※３
 32,285 32,227

1年内償還予定の社債 200 200

未払法人税等 416 224

フェロシルト回収損失引当金 2,599 2,367

その他の引当金 848 1,340

その他 ※３
 7,677 8,649

流動負債合計 58,113 60,392

固定負債

社債 1,800 1,800

長期借入金 ※３
 40,041 37,147

退職給付引当金 8,406 8,518

フェロシルト回収損失引当金 9,875 9,363

その他の引当金 586 601

資産除去債務 861 868

その他 ※３
 4,586 4,394

固定負債合計 66,157 62,694

負債合計 124,270 123,086

純資産の部

株主資本

資本金 43,420 43,420

資本剰余金 10,625 10,625

利益剰余金 △1,713 △1,783

自己株式 △672 △673

株主資本合計 51,660 51,590

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 62 31

為替換算調整勘定 △3,611 △2,928

在外子会社年金債務調整額 32 33

その他の包括利益累計額合計 △3,516 △2,864

少数株主持分 15 16

純資産合計 48,158 48,742

負債純資産合計 172,429 171,829
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(2)　【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
　【四半期連結損益計算書】
　【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 28,244 29,678

売上原価 22,627 23,031

売上総利益 5,617 6,646

販売費及び一般管理費 4,768 5,033

営業利益 848 1,613

営業外収益

受取利息 6 6

受取配当金 12 12

受取賃貸料 7 15

貸倒引当金戻入額 － 55

その他 29 60

営業外収益合計 55 150

営業外費用

支払利息 471 458

持分法による投資損失 407 449

為替差損 1,020 178

その他 249 214

営業外費用合計 2,148 1,302

経常利益又は経常損失（△） △1,244 462

特別利益

固定資産売却益 － 0

その他 ※１
 58 －

特別利益合計 58 0

特別損失

固定資産処分損 262 287

環境安全整備引当金繰入額 － 83

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 802 －

その他 2 0

特別損失合計 1,067 370

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△2,253 92

法人税、住民税及び事業税 192 205

法人税等調整額 △742 △43

法人税等合計 △549 161

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,703 △69

少数株主利益又は少数株主損失（△） △1 0

四半期純損失（△） △1,702 △69
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,703 △69

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △64 △31

繰延ヘッジ損益 0 －

為替換算調整勘定 △10 693

在外子会社年金債務調整額 0 0

持分法適用会社に対する持分相当額 3 △8

その他の包括利益合計 △70 654

四半期包括利益 △1,774 584

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,770 583

少数株主に係る四半期包括利益 △3 1
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期連結会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

該当事項はありません。
　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第１四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

該当事項はありません。
　

【会計方針の変更等】

当第１四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

該当事項はありません。
　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

該当事項はありません。
　

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

　１　保証債務

連結子会社以外の会社の金融機関などからの借入

債務等に対し、次のとおり保証を行っております。

石原鉱産(株) 47百万円

石原酸素(株) 100百万円

計 147百万円

　１　保証債務

連結子会社以外の会社の金融機関などからの借入

債務等に対し、次のとおり保証を行っております。

石原鉱産(株) 47百万円

石原酸素(株) 100百万円

計 147百万円

　２　手形割引高

受取手形割引高 555百万円

　２　手形割引高

受取手形割引高 913百万円

※３　平成20年６月に四日市エネルギーサービス(株)に

対して行った自家発電事業関連設備の譲渡について

は、従来、金融取引として処理をしてきましたが、当

連結会計年度において同社を連結の範囲に含めたこ

とにより、連結貸借対照表において金融取引処理を

消去しております。

これにより、流動負債その他(預り金) 526百万円

及び固定負債その他(長期預り金) 5,054百万円が減

少することとなり、一方で短期借入金504百万円及び

長期借入金4,110百万円が計上されております。

─
 

※４　当連結会計年度において、当社東京支店の土地及び

建物に関する権利の交換を行いました。これにより

取得した土地及び建物の取得価額から控除している

圧縮記帳額は923百万円であります。

─

EDINET提出書類

石原産業株式会社(E00765)

四半期報告書

12/19



　

(四半期連結損益計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

※１　特別利益のその他は、第一生命保険の株式会社化に

伴う、株式割当て相当の収入58百万円によるもので

あります。

─

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費及びその他の償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却

費を含む。)、のれんの償却額及び負ののれんの償却額は、次のとおりであります。
　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

減価償却費

及びその他の償却費　　　　　　　　　　　
1,436百万円

減価償却費

及びその他の償却費
1,419百万円

のれんの償却額 5百万円 のれんの償却額 5百万円

負ののれんの償却額 △5百万円 負ののれんの償却額 △5百万円

　
(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

　
２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
３ 株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　
当第１四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

　
２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
３ 株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　 報告セグメント

合計
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

　 無機化学事業有機化学事業 建設事業 その他の事業

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 12,54013,8331,537 332 28,244 ─ 28,244

セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ ─ 438 281 720 △720 ─

計 12,54013,8331,976 614 28,965△720 28,244

セグメント利益 708 448 49 47 1,253 △404 848

(注)　１　調整額は以下のとおりであります。

ゼグメント利益の調整額△404百万円には、セグメント間取引消去52百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△457百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　 報告セグメント

合計
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

　 無機化学事業有機化学事業 建設事業 その他の事業

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 14,83114,143 395 308 29,678 ─ 29,678

セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ ─ 264 385 650 △650 ─

計 14,83114,143 660 694 30,328△650 29,678

セグメント利益
又は損失(△)

1,984 201 △155 57 2,087 △473 1,613

(注)　１　調整額は以下のとおりであります。

ゼグメント利益の調整額△473百万円には、セグメント間取引消去62百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△536百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

　　１株当たり四半期純損失金額 4円25銭 0円17銭

    (算定上の基礎) 　 　

  　四半期純損失金額　(百万円) 1,702 69

    普通株主に帰属しない金額　(百万円) ― ―

    普通株式に係る四半期純損失金額　(百万円) 1,702 69

    普通株式の期中平均株式数　(千株) 400,232 400,127

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　

EDINET提出書類

石原産業株式会社(E00765)

四半期報告書

15/19



　

(重要な偶発債務)

前連結会計年度(平成23年３月31日)

　
当社四日市工場内の土壌・地下水の汚染修復対策並びに工場内に存在すると推定される埋設物への

措置費用については、土壌・地下水の汚染修復のための試験施工など当期に支出した費用及び当期末

において合理的に見積もられる範囲内の費用を特別損失に計上し、それ以外で現時点において合理的

に見積もることができない恒久的な汚染修復対策の費用及び埋設物の措置費用は計上しておりませ

ん。

　
１　四日市工場内における土壌・地下水汚染への対応

コンプライアンス総点検後に実施した当社四日市工場内の土壌・地下水調査の結果、主に過去の生

産活動に由来すると考えられる汚染が判明したため、当社は三重県生活環境の保全に関する条例に基

づく届出書を、所管する四日市市に提出しました。その後、第三者の学識経験者による環境専門委員会

の指導と助言の下、平成22年度末までに、汚染状況及び汚染源の特定に関する調査、汚染の拡散防止策

にかかわる設計データの収集、原因物質の除去や不溶化の工法についての試験施工の実施などを進め

てまいりました。平成23年度も、引き続き試験施工の結果等を踏まえ、詳細な調査を継続いたします。詳

細な調査・検討結果などに基づく具体的な汚染修復対策については、平成23年度後半以降に段階的に

固まってくるものと見込まれます。

　
２　四日市工場内に存在すると推定される埋設物への対応

コンプライアンス総点検において公表した、四日市工場内において撤去を要すると考えられる埋設

物等の現時点における調査結果は、下記項目に記載のとおりであります。将来的に一定の範囲での業績

への影響は避けられないものと考えていますが、当該場所を含め工場内各所の空き地が、広くフェロシ

ルトの仮保管場所となっている状況下では、効率的に詳細調査を継続することができず、現在も埋設物

の種類・性状・埋設量等の全体概要の確認には至っておりません。

こうした現状に鑑み、今般四日市工場が直面する諸課題への全体的な対応にかかわるスケジュール

などを見直した結果、下記案件についての更なる埋設物の埋設位置・範囲・性状・数量の特定や適切

な撤去方法の細部検討の着手は、四日市工場内で仮保管中であるフェロシルトの最終処分が完了する

平成26年度以降といたしました。それまでの間は、現在も実施している周辺環境への影響を継続的にモ

ニタリングしてまいります。

①第２グラウンドの埋設物

当該場所は、過去に沈澱池として使用されていた経緯から、合法的に処理された廃棄物も存在してお

り、これらと違法性の認められる埋設物を峻別の上撤去することとなります。埋設物の位置を特定する

ための確認調査の過程で、地中での金属反応と他の地層と異なる地質が存在することを確認しており、

ボーリング及び試掘調査を実施した結果、一部の廃棄物(金属物)の埋設が確認されています。

②旧ＳＲ(合成ルチル)工場跡地の無機性汚泥など

同工場跡地で仮保管していた施工地からの回収フェロシルトは、平成21年１月から搬出を開始し、搬

出が完了した区画で一部掘削を実施しました。一部の掘削区画からはフェロシルトと思われる無機性

汚泥が確認されています。
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当第１四半期連結会計期間(平成23年６月30日)

　
当社四日市工場内の土壌・地下水の汚染修復対策並びに工場内に存在すると推定される埋設物への

措置費用については、当期に支出した費用及び当四半期末において合理的に見積もられる範囲内の費

用を特別損失に計上し、それ以外で現時点において合理的に見積もることができない恒久的な汚染修

復対策の費用及び埋設物の措置費用は計上しておりません。

　
１　四日市工場内における土壌・地下水汚染への対応

コンプライアンス総点検後に実施した当社四日市工場内の土壌・地下水調査の結果、主に過去の生

産活動に由来すると考えられる汚染が判明したため、当社は三重県生活環境の保全に関する条例に基

づく届出書を、所管する四日市市に提出しました。その後、第三者の学識経験者による環境専門委員会

の指導と助言の下、平成22年度末までに、汚染状況及び汚染源の特定に関する調査、汚染の拡散防止策

にかかわる設計データの収集、原因物質の除去や不溶化の工法についての試験施工の実施などを進め

てまいりました。平成23年度は、汚染地下水の拡散を防ぐため揚水設備を設置、試験揚水を予定する他、

引き続き試験施工の結果等を踏まえ、詳細な調査を継続いたします。これら調査・検討結果などに基づ

く具体的な汚染修復対策については、平成23年度後半以降に段階的に固まってくるものと見込まれま

す。

　
２　四日市工場内に存在すると推定される埋設物への対応

コンプライアンス総点検において公表した、四日市工場内において撤去を要すると考えられる埋設

物等の現時点における調査結果は、下記項目に記載のとおりであります。将来的に一定の範囲での業績

への影響は避けられないものと考えていますが、当該場所を含め工場内各所の空き地が、広くフェロシ

ルトの仮保管場所となっている状況下では、効率的に詳細調査を継続することができず、現在も埋設物

の種類・性状・埋設量等の全体概要の確認には至っておりません。

このような現状に鑑み、下記案件についての埋設物の埋設位置・範囲・性状・数量の特定や適切な

撤去方法など更なる細部検討は、四日市工場内で仮保管中であるフェロシルトの最終処分が完了する

平成26年度以降とし、それまでの間は、現在も実施している周辺環境への影響を継続的にモニタリング

してまいります。

①第２グラウンドの埋設物

当該場所は、過去に沈澱池として使用されていた経緯から、合法的に処理された廃棄物も存在してお

り、これらと違法性の認められる埋設物を峻別の上撤去することとなります。埋設物の位置を特定する

ための確認調査の過程で、地中での金属反応と他の地層と異なる地質が存在することを確認しており、

ボーリング及び試掘調査を実施した結果、一部の廃棄物(金属物)の埋設が確認されています。

②旧ＳＲ(合成ルチル)工場跡地の無機性汚泥など

同工場跡地で仮保管していた施工地からの回収フェロシルトは、平成21年１月から搬出を開始し、搬

出が完了した区画で一部掘削を実施しました。一部の掘削区画からはフェロシルトと思われる無機性

汚泥が確認されています。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月10日

石原産業株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    小　　西　　幹　　男    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    藤　　田    立　　雄    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている石原
産業株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平
成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、石原産業株式会社及び連結子会社の平成23年
６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
強調事項
注記事項 重要な偶発債務に、四日市工場内における土壌・地下水汚染への対応、及び、四日市工場内に存在
すると推定される埋設物への対応に関する事項が記載されている。
当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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